
環 境 生 活 部

環 境 生 活 総 務 課

Ⅰ 自 然 保 護 費

１ 鳥 獣 保 護 事 業 18,113 17,371 野生生物保護思想の普及、啓発及び野生鳥獣の保護を行った。

２ 自然公園等保護対策事業 8,148 7,640 自然公園の保全・管理並びに適正な利用促進を図るとともに、温泉資源を保護し、その

利用の適正化を図った。

３ 自然公園等施設整備事業 8,012 7,010 吉野熊野国立公園内の老朽化施設の更新を行った。

４ 外 来 生 物 対 策 事 業 6,201 4,854 タイワンザルによる農作物被害、生態系被害防止のための防除や外来シカの調査を実施

した。

５ ジ オ パ ー ク 推 進 事 業 41,591 39,485 南紀熊野ジオパークとして、地域での活発なジオパーク活動を進めるため、調査研究、

普及啓発、教育学習、観光振興等の事業及び拠点施設の建物詳細設計を行った。

６ 生物多様性和歌山戦略推 10,462 8,762 生物多様性和歌山戦略を推進するため、普及啓発、生物多様性に係る基礎データの収集

進プロジェクト事業 ・調査及び里地里山保全活動の支援等を行った。

Ⅱ 環境衛生研究センター費

１ 健康と環境を守る調査研 2,255 2,045 健康と環境を守る県独自の調査、研究を実施した。

究事業 ・調査、研究課題数 10課題

２ 環境放射能水準調査事業 7,400 7,195 県内の放射性物質の降下量の実態を把握するため、降水、大気浮遊じん、降下物、陸水、

土壌、野菜の放射能及び空間線量率の測定を行った。

Ⅲ 環 境 対 策 費

１ 環境保全審査指導事業 3,475 1,072 環境影響評価審査会を開催し、審査、指導を行った。また、環境審議会を開催し、環境

保全に関する事項を調査、審議した。

２ わかやま環境保全活動・ 1,491 1,423 環境問題への理解と認識を深め、環境保全へ向けた行動を喚起するための啓発、普及活

学習推進事業 動を行った。

・環境学習アドバイザー派遣回数 50回 ・学習者数 2,890人

３ 和歌山県温暖化対策推進 6,529 6,343 地球温暖化防止に資するため、二酸化炭素の排出抑制について啓発等を行った。

事業 ・ラジオスポット放送回数 54回

和歌山県地球温暖化防止活動推進員の地域実践活動の活性化を図った。

・温暖化対策情報誌「わおん通信」発行（年４回） 1,800冊
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・和歌山県地球温暖化防止活動推進員の養成・スキルアップ講座の開催 ６回

４ わかやま こどもエコチ 2,633 2,633 県民一人ひとりの環境意識の向上を図るため、子供を通じた家庭でのエコ活動を推進し

ャレンジ事業 た。

・教材配布児童 県内小学４・５・６年生 23,760人

循 環 型 社 会 推 進 課

Ⅰ 環 境 対 策 費

１ 一般廃棄物適正処理推進 501 501 一般廃棄物処理施設の整備促進及び適正管理について市町村に指導を行った。

事業

２ 廃棄物処理計画推進事業 1,194 1,018 第４次和歌山県廃棄物処理計画の進捗を把握するため、県内の廃棄物の発生、処理状況

についての調査を実施した。

３ 紀南版フェニックス事業 4,754 4,422 紀南地域における最終処分場整備に向け、紀南環境広域施設組合が実施する建設予定地

の用地購入等に対し補助を行った。

４ 産業廃棄物処理業者指導 12,503 8,534 産業廃棄物の適正処理を図るため、産業廃棄物の処理業者に指導を行った。

事業

５ ＰＣＢ廃棄物処理対策推 177,339 175,796 ＰＣＢ廃棄物の早期処理を促進するため、（独）環境再生保全機構に設置された基金へ

進事業 の拠出を行うとともに、県有施設のＰＣＢ廃棄物の処理を行った。

６ ダイオキシン類等環境汚 1,181 835 ダイオキシン類土壌汚染対策を実施した日本工業所跡地（橋本市）の水質モニタリング

染対策事業 を行い、水質基準を満たしていることを確認した。

７ 不法投棄・不適正処理対 8,721 5,800 関係機関と連携を図りながら、廃棄物の不適正処理対策を行った。

策事業

８ 産廃保管・土砂埋立等適 4,784 4,064 産業廃棄物の保管の届出及び土砂等の埋立の許可申請等の指導を行った。また、許可を

正処理指導事業 取得した土砂処分場等の水質検査及び土壌検査を行い、基準を満たしていることを確認

した。

９ 不法投棄監視パトロール 14,570 14,458 廃棄物の不法投棄の未然防止、早期発見のために、監視パトロールを実施した。

事業

10 海岸漂着物等地域対策推 1,482 870 海岸における良好な景観と環境の保全を図るため、海岸漂着物等の発生抑制対策を実施

進事業 した。

11 廃棄物適正処理監視事業 756 594 産業廃棄物最終処分場から埋立前産業廃棄物を収去し、有害物質混入を検査することに

より産業廃棄物の適正処理状況を監視した。

12 リ サ イ ク ル 推 進 事 業 491 403 資源の循環的な利用の促進及びリサイクル産業の育成を図るため、リサイクル製品の認
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定及び利用促進を行った。

環 境 管 理 課

Ⅰ 環 境 対 策 費

１ 大気汚染等防止対策事業 3,570 2,900 大気汚染防止法に定める汚染物質の測定監視指導、光化学オキシダント特別監視等を行

った。

２ 騒音振動公害防止対策事 6,143 5,274 自動車騒音、航空機騒音等の実態調査及び工場等の監視指導を行った。

業

３ ダイオキシン類防止対策 9,005 8,356 ダイオキシン類濃度の常時監視のため、大気（７地点）、公共用水域の水質（35地点）、

事業 底質（22地点）、地下水（10地点）、一般環境土壌（10地点）及び発生源周辺土壌（８

地点）について計92地点（105検体）の調査並びに海南地区公共用水域の水質（４地点）、

底質（４地点）及び水生生物（１地点）について計９地点（17検体）のモニタリング調

査を行うとともに、排出事業者への指導及び啓発を実施する等総合的な対策を行った。

４ 水質汚濁防止対策事業 20,297 19,160 環境基準の達成状況及び水質の現状把握のため、公共用水域（30河川、22海域）及び地

下水（85地点）の水質常時監視並びに海水浴場（22箇所）、湖沼（11ダム貯水池）等の

水質調査を行った。また、公共用水域等の水質汚濁を防止するため、特定施設の設置・

変更等届出の指導及び排水基準監視並びに排水処理施設の維持管理指導を行った。

５ 瀬戸内海環境保全対策事 3,133 2,837 瀬戸内海の環境の保全を図るため、特定施設の設置・変更等許可事務、現地調査、改善

業 指導並びに「瀬戸内海の環境の保全に関する和歌山県計画」等に基づきＣＯＤ（化学的

酸素要求量）、窒素及びりんの負荷量削減の指導等を行った。

６ 化学物質管理指導事業 3,450 2,900 土壌汚染対策法の運用、ＰＲＴＲ法に基づく届出指導・排出量等の集計、フロン類充填

回収業者の登録事務を行った。

７ 大気汚染常時監視テレメ 35,857 34,122 大気汚染常時監視を行うテレメーター装置の維持管理、施設の整備を行った。

ーター装置運営事業

８ ア ス ベ ス ト 対 策 事 業 1,723 1,708 建築物における吹付け建材のアスベスト含有調査、吹付けアスベスト等を使用した建築

物の解体等作業現場への立入検査及びその周辺の濃度測定を行った。

９ ＰＭ２．５常時監視体制 6,124 6,124 大気汚染常時監視テレメータクラウドシステムの維持管理を行い、監視データをリアル

強化事業 タイムで発信した。

県 民 生 活 課

- 27 -



Ⅰ 県 民 相 談 費

１ 県民・交通事故相談事業 3,872 3,676 県民から寄せられた県政及び日常生活に関する各種の問題について、解決に導くための

相談等を実施した。（相談件数：1,323件）また、移動県民相談窓口を年間38回各振興

局等に開設した。（移動相談件数：221件）さらに、交通事故による被害者及びその家

族等の損害賠償等の問題について相談窓口を開設し、指導・助言を行った。（相談件数

：141件）

Ⅱ 県民生活対策費

１ 消 費 生 活 推 進 事 業 5,710 4,861 消費者の権利の確立と自立を支援し、県民生活の安定と向上に資するため、消費生活審

議会の運営、悪質商法に関する情報提供及び各種法令による指導を行った。また、消費

者被害の未然防止・拡大防止を図るため、各種啓発物資の作成配付及び消費者月間にお

ける消費者問題講演会の開催や街頭啓発等を行った。

２ 交 通 安 全 推 進 事 業 18,523 17,615 交通事故防止のため、関係機関団体と連携しながら各季の交通安全運動を実施するとと

もに、高齢者や子供の交通安全対策、飲酒事故防止対策等を行った。

３ Ｎ Ｐ Ｏ 推 進 事 業 2,664 1,826 ＮＰＯ等多様な担い手が連携して取り組む地域社会づくりの推進に向け、ＮＰＯ法人の

認証及びＮＰＯ活動に資する支援を行うとともに、法改正への対応等について啓発を行

った。

４ ＮＰＯサポートセンター 24,968 24,968 県ＮＰＯサポートセンターの管理をＮＰＯ法人わかやまＮＰＯセンターへ指定管理委託

運営事業 し、ＮＰＯの活動拠点として様々な活動支援業務を行った。

５ 消費者安全サポート事業 66,153 61,261 市町村職員等のスキルアップ、消費者啓発・教育、市町村消費者行政推進交付金の交付

等を行った。また、自立した消費者の育成を目指し、より一層効果的な消費者教育を推

進するため、「第二次和歌山県消費者教育推進計画」を策定した。

６ 県 民 運 動 推 進 事 業 3,095 2,624 郷土愛の醸成と地域コミュニティの形成を図ることを目的に、花づくり団体への補助を

行うなど、花いっぱい運動を推進し、また、県内の小・中・高等学校において、音楽の

授業での指導、校内行事での斉唱など県民歌の普及を行った。

７ きのくに防犯カメラ設置 15,216 14,173 防犯環境整備や子供見守り活動支援のため、防犯カメラを購入・設置する市町村への補

補助事業 助を行った。

８ 花と緑のまちづくり事業 1,378 1,346 花いっぱいの環境づくりと花を愛する心の交流で生きがいを発見できる地域づくりの推

進を図るため、花いっぱい運動を推進する団体への補助を行った。

Ⅲ 消費生活センター費

１ 消費生活センター運営事 33,436 32,787 県消費生活センター及び同紀南支所において、消費者教育啓発や商品・サービスに関す

業 る消費者相談等を実施した。（相談件数：5,357件）
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青少年・男女共同参画課

Ⅰ 青少年政策推進費

１ 青少年対策部等運営事業 33,375 32,318 青少年の健全育成を県民挙げての運動として展開するため、地域指導者の資質の向上及

び関係機関・団体等の連携の強化を図った。

２ 青少年施設管理運営・整 117,502 116,123 社会教育の場として「青少年の家」を指定管理委託により管理運営するとともに、施設

備事業 の整備等を行い、集団宿泊活動等を通じて青少年の健全な育成を図った。また、「和歌

山県青少年活動センター」を運営し、青少年団体・指導者を育成するとともに、青少年

の団体活動の促進を図った。

施設名 指定管理者 利用人数

紀北青少年の家 和歌山県立紀北青少年の家管理運営コンソーシアム 22,243人

白崎青少年の家 クリーン興商・南海ビルサービス企業体 10,628人

潮岬青少年の家 ＮＰＯ法人潮岬おもしろらんど体験学習推進協議会 25,918人

３ 地域子ども団体育成事業 38,445 37,032 よりよい環境の中で子供たちが健やかに成長できる地域社会の実現のため、組織的・継

続的に子供の集団活動を推進している市町村等への補助を行った。

〔補助団体数〕

・子供会 158団体

・母親クラブ 35団体

４ 青少年健全育成総合対策 15,382 15,147 青少年の健全育成と非行・事故防止について県民の意識高揚を図るため、子供・若者育

事業 成支援県民大会の開催及び夏の子供を守る運動など、広報啓発・巡回活動等を行った。

・子供・若者育成支援県民大会 開 催 日：平成29年11月11日

開催場所：上富田町 参加者数：490人

・夏の子供を守る運動 期 間：平成29年７月１日～８月31日

また、青少年の健全育成を阻む有害環境の浄化を図るため、県内の書店・コンビニエン

スストア等への立入調査・指導を行うとともに、県政おはなし講座等を通じて青少年が

安全に安心してインターネットを利用できる環境整備について啓発した。

５ リレー式次世代健全育成 6,711 6,677 地域の大人・青年が一体となって青少年の健全育成に取り組む仕組みづくりを支援する

事業 とともに、地域ぐるみの青少年育成の取組が県内各地に普及するよう、県民の意識を啓

発するためのフォーラムを開催した。

・ワークショップ開催 10市町 24回

・ジュニアリーダー養成研修 小学５、６年生対象
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県内３箇所各２回 延べ 193人参加

・ユースリーダー養成研修 中学生対象 県内３箇所各２回 延べ 63人参加

・子供の自主性を育てる活動支援 10団体

６ 若 者 自 立 支 援 事 業 37,311 37,311 社会生活を円滑に営むことが困難な若者を対象に、関係機関と連携しながら個々の状況

に応じた継続的・総合的な支援を行った。

・「若者サポートステーションＷｉｔｈ Ｙｏｕ」（和歌山市、橋本市、田辺市）運営

相談件数 延べ7,118件

進路決定者数 264人

・「県子ども・若者支援地域協議会」の運営 代表者会議 １回、研修会 ５回

７ 青少年ネット安全・安心 8,713 8,162 インターネットサイトの検索パトロールにより青少年が関係する有害情報を抽出し、関

のための環境整備事業 係機関への情報提供、指導依頼及び削除依頼等を行った。また、青少年の情報モラルを

醸成するため、ネットモラル指導者を養成するとともに、ネット依存未然防止に取り組

むなど、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境づくりを行った。

・ネット指導教員養成講座 ※全教員対象 29回実施 延べ1,430人参加

・ネット依存啓発セミナー及び研修会 61人参加

・ネット安全推進員養成 振興局・青少年センター職員 37人参加

・ネットパトロール事業 有害情報抽出件数 1,144件

Ⅱ 女性政策推進費

１ 男女共同参画行政推進事 5,129 3,890 男女共同参画について、第４次和歌山県男女共同参画基本計画に基づき総合的・計画的

業 に推進するとともに、市町村における男女共同参画基本計画策定を支援した。また、Ｄ

Ｖ被害者を支援するため、民間を含む関係機関とのネットワーク会議の開催及びＤＶ相

談カード等の作成・配布を行った。

・市町村男女共同参画基本計画サポート事業 ２市２町

・ＤＶ被害者支援ネットワーク会議開催 全体会議１回、地方会議１回

２ 男女共同参画センター運 28,138 27,764 男女共同参画社会実現のための様々な活動と交流の拠点となる男女共同参画センターを

営事業 運営し、啓発講座等の開催及び地域住民による取組の支援を行った。

・事業内容 相談事業、「みんなに男女共同参画」提案事業、りぃぶるフェスタ2017

デートＤＶ防止啓発事業、男女共同参画啓発ポスター作品募集 等

３ 女 性 の活 躍 促 進 事業 2,949 2,582 事業所における女性登用の気運醸成や女性が活躍できる環境づくりを促進するため、女

性活躍企業同盟を発足した。また、経済団体や和歌山労働局・女性団体と協働して経営

・管理者等に対する意識啓発を行うとともに女性のキャリアアップを応援するためのセ

ミナーを開催した。
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・女性活躍企業同盟 参加企業・団体 170社（平成30年３月31日現在）

・経営・管理者等を対象としたセミナー ３回開催 延べ105人参加

・女性のキャリア応援セミナー ２回開催 延べ 55人参加

食 品 ・ 生 活 衛 生 課

Ⅰ 食品衛生指導費

１ ＨＡＣＣＰ導入促進事業 2,085 1,515 食品事業者の自主衛生管理水準の向上を図るため、ＨＡＣＣＰの考え方に基づく衛生管

理手法により高い安全性を確保しようとする取組を評価し、知事が認定する制度の普及

に努めた。

２ 食品の安全確保推進プロ 2,193 1,885 食の安全・安心を確保するため、リスクコミュニケーションの推進に努めるとともに、

ジェクト事業 第５次アクションプランの進行管理を行った。

３ 食品表示適正化推進事業 3,477 2,700 食品事業所における適正な食品表示を推進する核となる人材（食品表示推進者）を育成

するとともに、食品表示の監視指導を強化し、食品表示の適正化に努めた。

・食品表示推進者育成講習会の開催 ６回

・食品表示推進者育成フォローアップ講習会 １回

・食品表示適正化指導等対応件数 48件

・食品表示ウオッチャー設置 29人

４ 食 品 衛 生 指 導 事 業 16,928 16,172 平成29年度監視指導計画に基づき、営業施設の監視指導及び食中毒注意報の発令等を行

い、衛生管理の徹底を指導するとともに、食中毒の未然防止に努めた。

・監視指導対象施設数 20,152件

・監視指導目標監視数 11,184件

・監視指導延べ施設数 10,208件

・食中毒発生件数 ５件（患者：148人）

・収去・試買検査検体数 1,555件

・行政処分件数 ７件

・食中毒注意報発令回数 ２回

・ノロウイルス食中毒注意報発令回数 １回

・食品衛生講習会、手洗い教室等 194回（受講者：6,902人）

５ 食品等安全確保対策事業 13,042 12,721 食品及び家庭用品に係る有害物質による危害の発生を防止するための検査を実施し、規

格基準に違反する食品等を流通から排除するとともに、再発防止のための指導を行った。

・農産物残留農薬検査 110検体
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・食品添加物検査 256検体

・畜水産物残留抗生・抗菌剤検査 230検体

・アレルギー物質検査 20検体

・流通食品の細菌等汚染調査（Ｏ157、サルモネラ外） 519検体

・有害物質検査・成分検査、その他 420検体

６ 食 肉 衛 生 対 策 事 業 11,922 11,848 と畜検査及びＢＳＥ検査を実施し、食肉に起因する衛生上の危害の発生防止に努めた。

・と畜検査頭数 402頭

・ＢＳＥスクリーニング検査実施頭数 ０頭

・残留抗生・抗菌剤収去検査数 ７検体

・食肉処理における汚染実態調査 ８検体

食鳥検査を指定検査機関の（公社）和歌山県獣医師会に委任するとともに、認定小規模

処理場への食鳥検査員による定期的な立入検査を行い、食鳥肉に起因する衛生上の危害

の発生防止に努めた。

・食鳥検査羽数 1,280,793羽

・認定小規模処理場における認定羽数 355,957羽

・残留抗生・抗菌剤収去検査数 25検体

・食鳥処理における汚染実態調査 109検体

７ いわゆる健康食品の安全 2,662 2,504 いわゆる健康食品の安全確保のため、県内のいわゆる健康食品製造業者を対象に研修会

対策事業 を開催するとともに、県内で製造販売されているいわゆる健康食品の成分検査を実施し

た。

・栄養成分原材料由来の有害物質、アレルギー成分等の検査 22製品

Ⅱ 環境衛生指導費

１ 水道施設管理指導事業 2,732 2,411 安全な水道水の安定供給のため、水道事業体に対する指導を行った。

２ 水道施設整備指導事業 551,259 506,164 水道事業者の策定する水道整備計画及び工事施工等に対し、指導監督を行った。

翌年度繰越額

45,000

３ 生活衛生施設改善助成事 1,546 991 クリーニング師試験を実施した。また、公衆浴場の設備改善に対して補助を行った。

業

４ 生活衛生施設監視指導事 1,215 1,125 衛生水準の向上を図るため、生活衛生営業施設及び特定建築物の監視指導等を行った。

業

５ 生活衛生営業指導センタ 26,240 25,840 （公財）県生活衛生営業指導センターの実施する経営相談、融資指導事業等に対する補

ー運営助成事業 助及び指導を行った。
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６ 県民の命を守る水の確保 11,552 11,552 大地震発生時に必要な水を確保するため、配水池に緊急遮断弁を設置する水道事業者に

事業 対して補助を行った。

Ⅲ 動物衛生指導費

１ 狂犬病予防及び動物愛護 10,443 9,707 野犬等の保護及び犬・猫の引取りを実施し、狂犬病の予防を図るとともに、適正飼養に

管理事業 関する指導を行った。また、動物愛護と適正飼養についての授業「わうくらす」を、県

内32小学校において実施した。

・野犬保護 123頭 ・引取り 1,653頭（うち犬：145頭、猫：1,508匹）

２ 動物愛護センター・鳥獣 39,577 37,882 動物愛護精神の普及啓発及び収容動物の管理・譲渡・処分を行うとともに、傷病野生鳥

保護センター運営事業 獣の治療・飼育、リハビリに努めた。

・収容頭数 1,912頭 ・返還頭数 71頭

・譲渡頭数 142頭（うち犬：62頭、猫：80匹）

・処分頭数 1,677頭 ・野生鳥獣救護数 ２頭(羽) （うち放鳥獣：１羽）

３ 動物由来感染症予防体制 1,000 724 猫が媒介する感染症を予防するため、野良猫における動物由来感染症の病原体の保有状

整備事業 況等を調査した。

４ 不幸な猫をなくすプロジ 12,021 11,896 殺処分される不幸な猫や野良猫による生活環境への被害を減らすため、地域猫対策を推

ェクト事業 進した。

・認定地域数 19市町 144地域

・地域猫認定数 1,011匹

・不妊去勢手術実施数 793匹（うちメス：467匹、オス：326匹）
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